（別紙１）
令和　　年　　月　　日
参　加　意　思　確　認　書
　岡山県知事　伊 原 木　隆　太　殿
　　　　　　　　　　　　　提出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　法人代表者　職・氏名
　公示５の応募要件を満たしており、令和８年度に実施される「地域の医療機関の開拓と拠点医療機関とのネットワーク強化事業」を受託したいので、企画提案への参加意思確認書を提出します。
（１）医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第１項に規定する病院または同条第２項に規定する診療所を岡山県内に開設している法人である。
　　　住　所
　　　法人名
    　法人の種類・監督官庁
（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する者でない。（該当があれば〇を付けること）
１　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者
２　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者
（３）実施医療機関において、発達障害に関して専門的な検査、診断、支援等を実施している。
（４）発達障害の専門性に加え、仕様書５に掲げる業務を実施するための業務体制等を有している。
（５）一般社団法人日本児童青年精神医学会認定医、一般社団法人日本小児精神神経学会認定医、一般社団法人日本小児心身医学会認定医、一般社団法人日本小児神経学会が認定する小児神経専門医、一般社団法人子どものこころ専門医機構が認定する子どものこころ専門医、県が実施する「子どもの健やか発達支援事業」担当医、県児童相談所嘱託医またはこれらと同等と岡山県が認める医師を配置している。
（６）一般社団法人子どものこころ専門医機構が定める専門医研修プログラムまたはこれと同等と岡山県が認める専門医研修プログラムにより人材育成に取り組んでいる。　　　※（３）～（６）について、別紙２を提出すること
（７）仕様書５に掲げる業務を実施する上で必要な経営基盤を有し、資金等に関する管理能力を有している。（直近の法人決算書を提出すること）
（別紙２）
実施医療機関基本情報
（令和　年　月　日現在）
１　事業実施医療機関
	医療機関名
	

	所　在　地
	〒



２　事業担当医師　　　　　　　　（行が不足する場合は適宜追加してください。）
	氏名
	診療科
	公告２（５）の認定医等の状況＊

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


＊については、認定を受けている学会名等を記載してください。
３　専門医研修プログラム
	プログラム名称
	

	主な内容
	


４　診断実績等
	年度
	診断件数
	初診までの平均待機月数＊

	令和６年度
	
	

	令和７年度
	
	


＊約○月の表記で可
（別紙３）
令和　　年　　月　　日
仕様書に対する質問・回答書

（契約担当者）

岡山県子ども・福祉部障害福祉課長　殿

住所　　　

法人の名称

代表者氏名
連絡担当所属名
責任者職・氏名

電話番号　　　
ＦＡＸ番号　　

電子メール　　

	公　告　番　号
	障　第２３４号

	業　  務  　名
	令和８年度地域の医療機関の開拓と拠点医療機関とのネットワーク強化事業

	質

問

事

項


	

	回

答


	


（別紙４）
令和　　年　　月　　日
企　画　提　案　書
岡山県知事　伊原木　隆太　様

住所　　　
法人の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　

連絡担当所属名

責任者職・氏名
電話番号　　　
ＦＡＸ番号　　

電子メール　　

岡山県が実施する「令和８年度地域の医療機関の開拓と拠点医療機関とのネットワーク強化事業」について、関係書類を下記のとおり提出します。

記
　（提出書類）　１　事業計画書（別紙５）
　　　　　　　　２　見積書（別紙６、７）
３　その他参考資料（　　　　　　　　　　　　　　）
	（別紙５）
	整理番号
	


事　業　計　画　書

１　発達障害診断待機に関わる現状と課題

２　事業実施計画

（１）運営方針

（２）実施体制

３　事業実施方法

（１）診療ネットワークの構築とコーディネート
　　

　　

（２）診療ネットワークの運営・拡大 

（３）人材育成
　　

※１　適宜ページ等を追加してください。

※２　必要に応じ、別添資料等を添付してください。

（別紙６）
令和　　年　　月　　日
岡山県知事　伊原木　隆太　様

住所　　　
法人の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　印
見　積　書
このことについて、次のとおり見積書の提出をいたします。

１　受託業務名

　　令和８年度地域の医療機関の開拓と拠点医療機関とのネットワーク強化事業
２　受託期間

　　委託契約締結日から令和９年３月３１日まで
３　見積金額

　　　　　　　　　　　　　円
（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　　　円）
　　　※内訳は別紙経費内訳書のとおり
